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 河川管理においては流下阻害等の原因となる河道内のヤナギ等の再樹林化が問題となってお

り、その対策で維持管理費が逼迫している状況である。岩見沢河川事務所では過年度より管内

の河川を対象に、伐採後の再樹林化抑制対策の取組として、春季伐採による抑制効果を検証し

てきた。本報は、春季伐採の条件として草本等の遮光状態及び樹齢の違いに着目し、さらなる

効率的な樹木伐採手法について試験・考察を行った事例を報告する。 
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1.  はじめに 

河道内に繁茂する樹木は、洪水時に流下阻害の問題1)

が懸念されることから、河川整備計画を踏まえ定期的に

伐採が行われている。北方寒冷地である北海道の河岸や

河道内の主要樹種となるヤナギ類2）は、河川の撹乱等に

因る物理的破壊を受けても枝や幹から旺盛に再生する特

性を持つことから、伐採後の切株等から再生した萌芽幹

（以下、萌芽と称する。）による短期間での再樹林化が

問題となっている。そのため、ライフサイクルコストを

踏まえた、効果的な再樹林化抑制対策によるコスト縮減

が重要な課題となっている。 
 岩見沢河川事務所では、再樹林化を抑制する取組とし

て、管内中小河川の樹木伐採箇所を対象とし伐採後に残

した切株面等に木酢液の塗布及び萌芽刈取による抑制対

策を令和元年度（2019年度）より令和3年度（2021年度）

まで試行した3）4）5）。追跡調査では萌芽の抑制効果が不

均一で傾向が明確とならず効果検証及び要因の特定に至

らないなか、伐採時の状況から冬季の伐採がバイアスの

一因である可能性が考えられたことから、効果的な伐採

時期や伐採条件・手法の再検討を行った。なお、本稿の

試験は河道掘削等の整備後に懸念される再樹林化対策で

はなく抜根を伴わない維持・管理伐採等が対象となる再

樹林化抑制対策を想定している。 
 
（1）春季伐採の試行（令和4年度の取組） 

令和3年度までの取組による試験結果を受け、令和4年
度は、近年の他研究事例6）を参考としてヤナギ根系に蓄

えられた糖分が展葉（発芽した芽が広がり葉となり、葉

がどんどん増えていく事）に消費される春季伐採の有効

性に着目し、5月～8月に管内の石狩川水系第二幹川にて

試験を行った7）。（図-1）切株からの萌芽が発生してい

ない個体数割合を抑制率として整理した。（以下、萌芽

抑制率と称する。）時期をずらした伐採のみでは、5月

上旬の展葉期の伐採で萌芽抑制率60％、展葉直後5月下

旬～展葉後6月上旬の伐採で40％となり、展葉期の5月上

旬の伐採がより効果がある結果であった。5月展葉期は

糖量の低下が認められ、萌芽回復・再生力が鈍化し、春

季伐採が有効である可能性が示された。（図-2）なお、

比較対照として令和3年度試験5）にて12月～2月冬季伐採

で無対策の場合の抑制率は0％～10％であった。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図-1 伐採時期と萌芽抑制率（R4試験） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-2 月ごとの全糖量変化 引用:大石ら2022 8）  

 
（2）令和4年度の結果を踏まえた方針 

 令和4年度の試験結果にて、春季伐採の萌芽抑制に一
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定の効果が示された。令和4年度試験では胸高直径8cm以

上、推定樹齢5年生以上の個体を対象としたが、試験個

体の大きさ（樹齢）によって萌芽抑制の効果にバラツキ

がみられ、明確な相関は確認できなかった。また、6月

以降の草本等の遮光が影響した可能性が考えられため、

照度等の定量的検証が必要となった。以上、春季伐採の

効果が検証されつつある一方、樹齢や遮光、より効果的

な伐採条件の検証を実施することとした。 

 

2.  樹齢別の効果検証 

（1）樹齢別の萌芽抑制効果の把握（令和5年度の取組） 

春季伐採において、効果的な伐採条件（樹木の大きさ）

を明らかにするため、R4年度試験の抑制傾向を踏まえ

春季伐採を基本とし、再繁茂が抑制されやすい樹齢を把

握することを目的とした。 
試験地は老齢・若齢・幼齢の樹齢階級ごとに区分し、

萌芽抑制効果の違いを検証した。 
 試験地は図-3に示す石狩川左岸KP43.0～KP44.0区間

（たっぷ大橋下流）とし、バイアス低減を目的としてサ

ンプル適性を判断するため令和5年4月19日に予備調査を

実施し、試験対象個体として単幹形状の健全なオノエヤ

ナギを幼齢・若齢・老齢各10個体、計30個体を選定した。

なお、樹齢と胸高直径の関係性は既往文献9）を参考に表

-1の基準とした。 

 

表-1 設定した樹齢区分と胸高直径の関係（R5 試験） 

 

 
図-3 令和5年度試験位置 

 
（2）試験内容 

試験項目は春季伐採と萌芽刈取とし、伐採は 5 月第 2

週に実施、老齢、若齢、幼齢の3パターンに各「伐採の

み」「萌芽刈取」を設定し、計6ケース設定した。（表

-2）伐採高は地表から 15cm で統一した。試験個体は各

ケース5個体とし、6ケースで計30個体設定した。萌芽

刈取は二週間隔で計 4回実施する。5月第 4週より全個

体について萌芽の有無の確認、本数、長さ、枯死の状況

を記録・計測する。（図-4）計測は二週間隔で4回実施

し、10 月第二週を目安に今季の最終確認を行った。ま

た、周辺草本による遮光効果を把握するため、照度計に

て照度を計測し、切株周囲の草高を計測した。 

 

表-2 樹齢別の試験パターン(R5試験) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 試験設定のイメージ(R5試験) 
 
 

 

 

 

 

写真-1 試験地の伐採前の状況（R5試験） 

※左：老齢区、中：若齢区、右：幼齢区 

 
（3）試験結果 

a）抑制率（枯死率） 

伐採より約 5 カ月経過の 10 月最終確認で若齢区及び

幼齢区の抑制率は 100％、老齢区は 80％であり、試験個

体は概ね枯死に至っている（全30本中29本枯死）。抑

制率の推移は、若齢区及び幼齢区で同様の傾向を示し、

老齢区のみやや異なる傾向であった。伐採のみと萌芽刈

取では、伐採のみが抑制率がやや高い傾向にあり、抑制

率は最大で若齢区、幼齢区で2回目に40％に低下してい

る。一方老齢区は 1 回目で 60％に留まっている。（図-

5） 

b）相対照度、切株周辺の草高 

萌芽再生に与える光条件の把握のため、照度計で切株

上にて計測した計測値を基に相対照度の算出と各試験地

の草高を計測した。老齢区の優占種はオオイタドリ、エ

ゾイラクサ、若齢区はオオヨモギ、オオアワダチソウ、

対象樹齢 基準基準
老齢：樹齢20年以上を想定 胸高直径20cm以上
若齢：樹齢11年～20年未満を想定 胸高直径10cm以上、20cm未満
幼齢：樹齢6～10年以下を想定 胸高直径6cm以上、10cm未満

試験位置 

実施時期

5月第2週
（伐採本数） 伐採のみ 伐採+萌芽

幹刈取

ケース1：伐採のみ_幼齢 5 5
ケース2：萌芽幹刈り取り_幼齢 5 5
ケース3：伐採のみ_若齢 5 5
ケース4：萌芽幹刈り取り_若齢 5 5
ケース5：伐採のみ_老齢 5 5
ケース6：萌芽幹刈り取り_老齢 5 5

試験数 30個体 15個体 15個体

試験パターン
試験項目（サンプル数）

 

老齢 

若齢 

幼齢 伐採のみ 

＜計測＞ 

萌芽の発生状況 

枯死の有無 

（抑制率） 

照度計測 

草本の高さ 

（草本被覆の影

響把握） 

萌芽刈取り 
＜試験ケース＞ 
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クサヨシ、幼齢区はオオアワダチソウ、クサヨシである。 

相対照度は若齢区及び幼齢区は伐採直後以降に低下し、

老齢区は2回目以降に低下する傾向がみられた。10月の

最終確認では全ての調査区で上昇している。（図-6）草

高は老齢区は伐採直後から草高が上昇し 4 回目で 3ｍを

越え、最終確認で急激に低下している。若齢区及び幼齢

区は概ね同様の傾向となっており、3 回目まで緩やかに

上昇し、以降草高に変化はほぼみられない。周辺草本の

優占種に相違がある老齢区と若齢区及び幼齢区は草高の

推移傾向が異なっていた。（図-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 萌芽抑制率の変化（R5試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 相対照度の比較（R5試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 周辺草本の草高の変化（R5試験） 

 

（4）考察 

a）樹齢階級の影響について 

5 月上旬の展葉直後の伐採では、萌芽の発生がまった

くない個体も多く認められ、春季伐採の効果が発現した

可能性がある。樹齢階級による比較では、老齢区は抑制

率の低下が最大 60％に対し、若齢区及び幼齢区は最大

40％であったことから、老齢個体は樹木の生理活性は若

齢個体及び幼齢個体より劣る可能性が示唆された。若齢

区と幼齢区の比較では抑制率の傾向に大きな差はみられ

なかった。伐採のみと萌芽刈取を行った場合の比較では、

当初は萌芽刈取を行った個体は抑制率の向上が期待され

たが逆の傾向となり、個体差（樹勢等）による違いが影

響した可能性が考えられた。樹勢などによる個体差によ

る不確実性はあるが、伐採のみと萌芽刈取で最終的に抑

制率に大きな差は認められなかったことから、春季伐採

の場合は伐採のみがコストの面で優位と考えられる。 

b）抑制率と照度の関係について 

当試験は地表面 15cm の地際伐採であり、萌芽する芽

の位置が低いことから、草本による遮光効果が優位に影

響したと考えられる。試験個体の多くは伐採後に萌芽に

よる再生が認められたが、草本遮光による光合成の阻害

により、エネルギー（糖類などの養分）の生産と消費の

収支が合わなくなり、生理活動が停止し枯死に至った考

えられる。また、草本の遮光による抑制効果は、草本の

生長及び展葉・繁茂が活発となる初夏（6 月下旬～7 月

上旬）から大きく作用し、周囲の草本種の特性（形態・

生長傾向等）や密度の違いにより異なると考えられる。 

 
（5）令和5年度試験のまとめ 

 春季伐採では、再萌芽せずにそのまま枯死する

個体が多く、再萌芽の抑制に一定の効果が認め

られた。 

 樹齢階級による再萌芽の活性は、老齢個体がや

や劣り、若齢及び幼齢個体はほぼ同等の傾向で

あったが、抑制率に明確な差はみられなかった。 

 伐採のみと萌芽刈取と比較では、初期の段階で

効果に違いが認められるが、最終的に双方とも

ほぼ枯死に至り、明確な差はみられなかった。 

 地際での伐採は、幹にある不定芽の発生面積が

小さくなることや萌芽の発生位置が低くなり、

周辺植生の遮光による萌芽抑制効果が推察され

た。 

 春季伐採の効果に加え、草本に被覆され光が阻

害されることによって、樹齢や樹高に関らず萌

芽の発生及び成長が抑制され、ほぼ全個体の枯

死を確認した。 

 

3. 伐採手法と植生被覆による遮光効果の把握 

（1）全伐・間伐及び下層植生の比較（令和6年度の取組） 

 春季伐採のうち、より実際の伐採作業に近い面的な伐

採による有効性を検証するとともに、萌芽に影響を与え

る光条件として下層植生の違いによる遮光効果に着目し、

効率的な樹木の伐採条件を把握することを目的とした。 

試験地は図-8に示す石狩川右岸KP45.0（たっぷ大橋上

流）、KP56.5（須部都川合流部付近）とし、令和6年4月

17日～18日及び5月21日～22日に試験適地の選定のため

予備調査にて合計8試験区を設定し、樹高7ｍ以上の健全

な単幹状のオノエヤナギ等を対象とし、各試験区10個体、
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合計80個体の追跡個体を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 試験設定地区と試験区の代表写真（R6試験） 

 
（2）試験内容 

試験内容は、①面的な全伐と間伐による異なる光条件

の抑制効果の検証、②草種構成の違いによる抑制効果の

検証、③伐採時期の有効性検証（5月中旬及び下旬）と

した。（表-3）試験は1試験区あたりの面積を10m×

20m=200㎡、各試験区の下層草種は2パターン設定した。

（図-9）伐採時期は5/17及び5/28伐採の2ケース、合計8

試験区を設定した。伐採高は地際15ｃｍとし全伐区は試

験区内に生育する全ての樹木を伐採、間伐区は半数の樹

木を伐採した。各試験区のモニタリング個体を10個体設

定し伐採後約2週間隔で各計測を4回実施した。追跡項目

は萌芽状態、照度、草高等を計測し、10月に最終確認を

行った。 

表-3 試験パターン（R6試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 試験設定のイメージ（R6試験） 

 

（3）試験結果 

a）抑制率（萌芽の抑制効果） 

5月17日伐採は、最終確認時で抑制率は70％～100％で

あった。全伐区と間伐区の比較では、全伐区が70％～

90％に対し、間伐区が80％～100％と間伐区の抑制率が

高い傾向にあった。草種構成の違いでは、広葉草本主体

の試験地の抑制率は70％～80％に対し、単子葉類主体の

試験地は90％～100％と高い傾向にあった。抑制率の推

移は伐採から約4週経過までは萌芽の発生がみられたが、

徐々に枯死していくものが多く、最終的に追跡個体40中、

萌芽が生残し生長したものは6個体で、34個体は萌芽が

抑制されていた。（図-10） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 5月17日伐採の抑制率の変化（R6試験） 

 

5月28日伐採は、最終確認時で抑制率は70％～100％で

あった。全伐区と間伐区の比較では、全伐区が70％～

100％に対し、間伐区は90％～100％と間伐区の抑制率が

高い傾向にあった。草種構成の違いでは、広葉草本主体

の試験地の抑制率は70％～90％に対し単子葉類主体の試

験地は100％と高い傾向にあった。抑制率の推移は伐採

から約4週経過までは萌芽の発生がみられたが、徐々に

枯死していくものが多く、最終的に追跡個体40中、萌芽

が生残し生長したものは4個体で、36個体は萌芽が抑制

されていた。（図-11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 5月28日伐採の抑制率の変化（R6試験） 

 

抑制率は試験パターン別で概ね同傾向を示しているが、
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試験区A 全伐 20 20 10
試験区B 間伐 20 10 10
試験区C 全伐 37 37 10
試験区D 間伐 30 15 10
試験区E 全伐 21 21 10
試験区F 間伐 21 10 10
試験区G 全伐 56 56 10
試験区H 間伐 46 23 10
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伐採区分では間伐区の抑制率が全伐区よりやや高く、草

種パターンでは単子葉類主体が広葉草本主体より高い状

況であった。また、伐採時期では抑制率に大きな差は認

められなかった。（図-12） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図-12 試験区別抑制率の比較（R6試験） 

 

b）切株上の相対照度、切株周辺の草高 

5月17日伐採は、伐採直後で切株上の相対照度は60％

程度で約2カ月経過で20％以下まで緩やかに低下し、最

終確認時は5％以下まで低下し、草高の生長につれ切株

上の相対照度は下がる傾向にあった。全伐区と間伐区で

は、間伐区の相対照度の推移がやや低い傾向にあった

が、最終確認時にはほぼ差はみられなかった。これは間

伐区では半数の立木が残り日射が遮られたが、最終的に

は切株はほぼ草本で被覆され立木による日陰の影響が低

下したためと考えられる。草種パターンの違いでは相対

照度に大きな差はみられなかった。5月28日伐採は相対

照度及び草高の推移傾向に大きな差はなく、概ね5月17

日伐採と概ね同様の傾向を示した。なお、伐採時に試験

区内は伐採木の搬出作業等により一部の草本が倒れてし

まう状況であったが、その後草本は地下茎から再生し早

期の回復が確認された。（図-13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 草高と相対照度変化図（R6試験） 

※下段：草高 上段：相対照度 

 
（4）考察 

a）抑制率と照度の関係性ついて 

抑制率は一時的に最低で試験区Eの30％（10本中7本が

萌芽）、最高で試験区Fの60％（10本中6本が萌芽）まで

低下しているが、その反面まったく萌芽しない個体も多

く認められ、蓄積した養分が枯渇し再生力が鈍化した状

態での春季伐採が有効に機能した可能性が考えられる。

萌芽が発生しても草本の被覆により光合成が阻害される

ことにより、萌芽の多くは成長に至らず最終的には写真

-2のように枯死が確認されている。従って、春季伐採の

効果は蓄積養分が枯渇した状態の伐採だけでは限定的

で、草本被覆による遮光影響の相乗効果により有効性が

発現しやすくなる可能性が考えられる。 

草種パターンの違いでは単子葉類主体が広葉草本主体

よりやや高い傾向にあったが、当初は広葉草本主体のほ

うが被覆面積が広い分、遮光効果が高いと予想されたが

逆の結果となった。相対照度の計測では草種パターンの

違いでその差は小さく、草種の違いにかかわらず7月以

降に相対照度が20％以下、草高は1.0ｍ以上の草本被覆

状態となった場合に草本被覆による抑制効果が有効に機

能してくる可能性が考えられた。 
 
b）全伐と間伐の相違点と影響 

全伐と間伐では当初は全伐のほうが照度条件が草本の

成長に好条件となり、被覆が促進され優位に影響すると

予想されたが、間伐のほうがやや抑制率が高い結果とな

った。相対照度でも7月までは間伐がやや低い傾向にあ

ったが、最終的に全伐・間伐とも相対照度は概ね同様の

値となり、上層樹木の被覆より草本被覆が強く影響した

と考えられる。最終的には全伐・間伐で抑制率に大きな

差はなかったことから、伐採方法の違いによる上層の樹

木被覆の光条件の影響は小さいと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

写真-2 春季伐採後草本に被覆され枯死した切株の例 

 
（5）令和6年度試験のまとめ 

 面的な伐採による光条件においても春季伐採及

び草本被覆による抑制効果が有効であることが

確認された。 

 草種パターン及び全伐・間伐の違いでは抑制率

に大きな差はなかった。 

 5 月中旬と下旬の伐採時期の違いで抑制率に大

きな差はなかった。 

 伐採時の伐木搬出等により草本が倒れても早期

に回復し影響は軽微であることが確認された。 

 
4.  その他の取組（令和6年度） 

岩見沢河川事務所では、伐採時期による抑制効果を期

待した維持伐採等を令和6年度の6月～7月の期間で試行

しており、その実施状況について紹介する。 
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（1）産化美唄川の維持伐採 

産化美唄川のKP2.9～KP4.5右岸にて6月26日～7月24日

の期間で伐採を実施しており、10月18日に再繁茂状況を

確認した。 

KP3.6付近に設定した幅10ｍの追跡横断では、伐採し

た区間内の14個体全てについて萌芽の発生がみられなか

った。（写真-3）これまで管内の中小河川にて冬季に伐

採した場合の抑制率は0％～10％で早期に再樹林化する

傾向にあったことから、今後の当伐採区間の動向が注目

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 伐採後の萌芽状況（産化美唄川） 

 

（2）幾春別川北幌橋下流右岸の公募伐開 

幾春別川北幌橋下流右岸では6月24日～28日に公募伐

開による樹木伐採を実施している。伐採後は隣接した置

土場の表土を活用し覆土を行っている。 

伐採区間は下流側の覆土区間、上流側伐採のみで覆土

しない区間を設けており、施工後の10月18日確認では覆

土した区間で再繁茂した個体は確認されなかった。一方、

覆土しない区間は半数以上の個体で萌芽が確認された。

覆土による抑制効果は高いと考えられるが、現状で覆土

区間は一年生草本で覆われており、次年の春季には裸地

状となることが予想され、融雪期のヤナギ種子散布によ

り実生が侵入する可能性があるため、今後の動向を注視

する必要がある。 

5.  今後の課題 

春季伐採よる萌芽抑制の最大の特徴は、適切な伐採時

期など伐採時の一工夫だけで抑制効果が期待できること

にある。実務条件においては、一般的に制約条件が多い

ほど実現性は低くなり刈取等の追加作業はコスト的にも

不利となることから、当手法は幅広い条件での施工が期

待できる。検証が不十分な課題として、①春季伐採のみ

で草本除去等により遮光の効果を伴わない場合の抑制効

果。②令和4年度の糖量分析では、5月のほか6月にも糖

量が低下する時期があることから、春季伐採の有効期間

の確認。以上、2点が考えられる。今後は有効性が確認

された取組を実用化していき、さらにフィールドバック

していく必要がある。 

6.  まとめ 

 令和4年度～令和6年度の試験で糖量が低下する展

葉期である春季伐採の有効性が示された。また草

本等の条件の違いによっても抑制効果は期待でき

ることが確認された。 

 春季伐採による抑制は、その後の草本被覆による

遮光で萌芽抑制が促進されると考えられる。 

 地際伐採は現地に生息する草本の繁茂を活用する

ことによる遮光効果の観点から萌芽抑制に有効な

手法である。 

 実際の伐採作業に近い面的な伐採においても春季

伐採及び遮光の効果は機能することが確認された。 
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